
県庁原子力安全対策課　☎099(286)2377問い合わせ先県庁雇用労政課　☎099（286）3014問い合わせ先

県庁青少年男女共同参画課　☎099（286）2800問い合わせ先

 子育てを応援する制度を紹介します 川内原子力発電所の安心・安全に向けた取り組み

　県では、市町村と共同で、地域全体で子育て世帯を支援する機運醸成や世帯の負担軽減などを目的として
「かごしま子育て支援パスポート事業」に取り組んでいます。
　平成28年4月から他都道府県においても一定の条件の下で利用できるようになりました。

　平成28年4月に発生した熊本地震により、川内原発に対する県民の不安が高まっていたことから、
8月19日に川内原子力発電所周辺の現地視察を行いました。視察では避難道路や一時集合場所になる
施設などの現状を確認し、関係者の方々から率直な意見を伺いました。

○熊本地震の影響を考慮した上で運転を
　停止し、施設・設備の安全性を全般的
　に点検・検証し、異常がないことを確
　認すること。

○原子力発電所周辺の活断層の調査を行
　い、異常がないことを確認すること。

○各自治体が策定した避難計画に対し
　て、事業者としての支援体制を一層強
　化すること。

○地震などの災害や、万一の事故発生時
　には、包み隠さず、迅速かつ正確な情報
　発信を確約すること。

●約130項目の「定期検査」に加えて、総点検チームによる「特別点検」を実施。原子炉圧力
　容器や使用済燃料ピット、ポンプなどのボルトおよび配管の支えなど、10項目を入念に
　点検する。

●地震観測点（現在19カ所）を約30カ所に増設し、地震活動が活発化した場合は詳細な調
　査・分析を行い、状況を速やかに公表する。

●山間部に住む高齢者の避難支援を行う。
●30㎞県内の自治体と協議し、要支援者避難用の福祉車両（現在16台）を20数台追加配備
　する。
●アクセス道路の側溝にふたを設置し、山間部の必要箇所に街路灯を設置する。また、自然
　災害時、アクセス道路の倒木除去を行う。

●平時から関連機関で通報連絡訓練を行い、事故時の正確な情報発信を確約する。
●発電所内の地震計が揺れを測定した場合は、震度に関わらず計測データをリアルタイム
　でホームページに公表する。

【住民・関係者からの主な意見】
　○地震で道路が通行できない場合など、避難計画の実効性に不安がある。
　○夜に地震が発生した場合に備えて、マンパワーや避難車両を確保して欲しい。
　○入院患者や入所者の方々を安全に避難させるために、迅速な情報発信が必要だ。
　○高齢者の方など、要援護者の避難に必要な車両が不足している。

【委員からの主な意見】
○特別点検は、多様な視点からの点検で、安全確認の厚みを増す努力が見られた。
○熊本地震のように、大地震が連続して起きるのは九州の特徴。連続する地震に対し、どの程度の
　耐震性が保証されているのか検証すべき。　　　　　　
○要支援者だけでなく、健康な方にとっても、避難は、健康面、経済面で大きなリスクになるので、
　不要な避難をできるだけさせないことが原則。

　川内原子力発電所の安全性の確認や避難計画の検証など原子力発電所に関する諸課題について、
技術的・専門的な立場から意見、助言をいただくとともに、県民にわかりやすく情報発信するため、

「鹿児島県原子力安全・避難計画等防災専門委員会」を設置しました。
　平成28年12月28日に第1回委員会を開催し、特別点検の結果や避難計画などについて、各委員か
ら、さまざまな意見、助言をいただきました。

　知事の要請に基づく特別点検は、1号機が平成28年9月27日から実施され、
三反園知事は、11月11日に2名の専門家とともに現地を視察しました。　
　視察では、原子炉格納容器を始め9項目の点検状況を確認したほか、非常用電
源装置の作動試験や、水中カメラによる使用済燃料ピットの検査などに立ち会い
ました。
　1号機の特別点検は12月11日に終了し、12月26日に報告書が提出されまし
た。

　三反園知事は現地視察の結果などを踏まえ、九州電力に対して川内原子力発電所の稼働を速やかに停止し、再点検・再検証を行うよう
平成28年8月26日と9月7日の２回にわたって要請しました。要請の内容と、九州電力からの回答は下記のとおりです。

　県では、企業の子育て支援を促進するため、従業員の仕事と子育ての両立支援に積極的
に取り組む企業を「かごしま子育て応援企業」として登録しています。
　平成29年1月4日現在、県内の371社が登録しています。

　ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）とは、働く人の「仕事」と「仕事以外の
生活」との両方が充実している状態をいいます。
　従業員のワーク・ライフ・バランスを実現するには、職場ぐるみで業務の見直しや
ムダの削減に取り組むことが必要です。その結果、生産性の向上やコストの削減など経
営にプラスの影響がもたらされるとともに、従業員の定着率の向上やそれぞれの従業
員の仕事の能率アップ、パフォーマンスの向上なども期待できます。
　また、「かごしま子育て応援企業」に登録し、取り組みを積極的にPRすることで、企業
イメージが良くなり、優秀な人材の確保にもつながります。

　鹿児島県内に在住する妊娠中の方および18歳未満の子どもが
いる世帯が対象です。（県外にお住まいの方で県内へ帰省してい
る子育て世帯も対象となります。）

現在、次の38市町村で事業を実施中です。
　鹿児島市・鹿屋市・枕崎市・阿久根市・出水市・指宿市・西之表市・垂水市・薩摩川内市・日置市・曽於市・霧島市・いちき串木野市・
　南さつま市・志布志市・奄美市・南九州市・伊佐市・姶良市・三島村・十島村・さつま町・長島町・湧水町・大崎町・東串良町・錦江町・
　南大隅町・肝付町・屋久島町・宇検村・瀬戸内町・龍郷町・喜界町・伊仙町・和泊町・知名町・与論町

　お住まいの市町村（事業実施市町村のみ）の窓口で申請すれば、
県内共通の「子育て支援パスポート」が交付されます。

　※事業を実施していない市町村にお住まいの方、
　　県外にお住まいで県内へ帰省している方は、
　　県庁青少年男女共同参画課へ申請してください。

　協賛する企業や店舗で「子育て支援パスポート」を提示することで、
割引や独自の優待サービスなどを受けることができます。
　※割引やサービスの内容は企業・店舗ごとに異なります。
　※この事業で受けることのできる子育て支援サービスは、協賛する
　　企業・店舗の善意により提供されるものです。

　子どもは“未来からの預かりもの”です。
　少子化が進行する中、地域が一体となって子育て世帯を支援し、安心して子どもを生み育てやすい環境づくりを進める必要があります。

県では、川内原子力発電所に対する県民の皆さまの不安を解消するため、さまざまな取り組みを行っています。
　県民の皆さまの安心・安全のために万全の体制をとっていきます。

県では、平成29年２月7日に第２回委員会の開催を予定しており、引き続き、川内原子力発電所に対する県民の皆さまの不安を少しでも解消する
ための取り組みを行ってまいります。

「子育て支援パスポート」をお持ちですか？ 知事による川内原発周辺（36カ所）の現地視察

川内原発の｢一時停止と再点検・再検証｣に係る要請

川内原発の特別点検および知事による視察

「鹿児島県原子力安全・避難計画等防災専門委員会」の設置・開催

「子育て応援企業」を募集しています

「子育て支援パスポート」のメリットは？

「子育て支援パスポート」を申請しましょう！

どんな人が対象になりますか？

県内の「子育て支援パスポート事業」実施市町村

どうすればもらえますか？

※「子育て支援パスポート」の申請方法など詳しくは、お住まいの市町村窓口までお問い合わせください。

　※「子育て応援企業」の登録方法など詳しくは、県ホームページをご覧いただくか下記までお問い合わせください。

　　ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）で業績アップ！

　　子育て応援企業に登録しましょう！

① 次世代育成支援対策推進法に　　
　　基づく「一般事業主行動計画」を
　　策定

③　県へ「登録申込書」を送付
　※ 電子メール・FAX・郵送のいずれかの方法により 
　 　次の書類を送付してください。
■ かごしま子育て応援企業登録申込書
　※ 様式は県ホームページからダウンロードできます。
■ 一般事業主行動計画策定届の写し（全ページ） 
　※ 労働局の受付印が押印されているもの
■ 一般事業主行動計画の写し

②　都道府県労働局へ
　　　　　「策定届」を提出
※鹿児島労働局☎099-222-8446

登録証・登録マークの交付

県ホームページで公表
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